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1今後の検討の進め方（案）

2020年 2021年

8月 9月 10月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 4月 5月 6月

主な検討項目
○ インターネット上の違法・有害情報に対する対応（誹謗中傷、フェイクニュース等）
○ 利用者情報の適切な取扱いの確保に向けた在り方
○ その他プラットフォームサービスに関する課題 等

9/1
インター
ネット上の
誹謗中傷
に対する
政策パッ
ケージ

【8/3】

•緊急
提言

【11/5】

•利用者情報
の適切な取扱
いの確保に向
けた検討

等

【12月上旬】

•利用者情報の
適切な取扱い
の確保に向け
た検討

等

•政策パッケージ及び最終と
りまとめへの取組み状況の
フォローアップ
•利用者情報の適切な取扱
いの確保に向けた検討

等

•中間とりま
とめ



2最終報告書 概要

 近年、プラットフォーム事業者が大量の利用者情報を活用してサービスを提供していること等を踏まえ、利用者情報の適切な

取扱いの確保の在り方、インターネット上のフェイクニュースや偽情報への対応等について検討し、今後の検討の方向性や具

体的な方策の在り方を示す。
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 我が国利用者に通信サービスを提供する国外事業者に対

し、「通信の秘密」の保護をはじめとする電気通信事業法の

規律を及ぼすよう所要の措置を講ずる。

➤ 通信の秘密の確保に支障等がある場合、業務改善

命令を発動

➤ 確実な法執行のため、登録・届出の参入規律ととも

に、国内代表者又は代理人の指定を求める

➤ 通信の秘密の漏えいや重大な事故等が発生した場

合の報告等

➤ 法令違反行為の公表

➤ 業務改善命令の発動に係る指針の策定

➤ 行政当局と事業者との継続的な対話を通じた透明

性・予見可能性の向上

 端末情報の適切な取扱いの確保のための具体的な規律の

在り方については、欧米等の議論の参考に、今後引き続き

検討を深めることとし、その際、新しい時代に相応しい通信

の秘密・プライバシーの保護に係る規律の在り方を念頭に、

具体的な検討を進める。

趣旨・目的

 表現の自由の重要性等に鑑み、まずは民間部門における自

主的な取組を基本とした対策を推進。

➤ フェイクニュースや偽情報の実態調査を実施

➤ 関係者で構成するフォーラムを設置し、フェイクニュース

や偽情報の実態や関係者の取組の進捗状況を共有し

つつ継続検討

➤ プラットフォーム事業者による透明性・アカウンタビリティ

の確保方策の実施に期待。フォーラム等の場を通じて

対応状況を把握。効果がない場合、行動規範策定や対

応状況の報告・公表など、行政からの一定の関与も視

野に入れて検討

➤ ファクトチェック活性化のための環境整備推進

➤ ICTリテラシー向上の推進

➤ 機械学習を含むAI技術の研究開発を推進

Ⅰ．利用者情報の適切な取扱いの確保 Ⅱ．フェイクニュースや偽情報への対応



3インターネット上の誹謗中傷への対応の在り方に関する緊急提言（令和２年８月７日）

（総論）

１．検討に当たっての基本的な視点
多様な観点の実現を基本的な視点して具体的な方策を検討することが重要。

２．インターネット空間の特性を踏まえた検討の必要性
インターネット上のサービスの形態や性質に応じた検討が必要。

３．誹謗中傷のうち権利侵害情報（違法情報）と権利侵害
に至らない情報（有害情報）の相違への留意
両者の切り分けを意識しつつ、事業者にとって違法性判断が難しいことも踏
まえながら対策を講ずる。

４．総合的な対策の実施の必要性
インターネット上の誹謗中傷に関する原因分析や実態調査を行うとともに、
⑴ユーザの情報モラル向上、⑵事業者による取組等、⑶国における環境整備、
⑷被害者への相談対応など、産学官民の多様なステークホルダーによる協力
関係の構築を図りつつ、総合的な対策が重要。

５．プラットフォーム事業者の役割の重要性

（各論）

６．ユーザに対する情報モラル向上及びICTリテラシー向上

のための啓発活動
プラットフォーム事業者等による（発信側だけでなく、受信側も含む）啓発活

動の強化や、効果的な啓発活動の在り方について、産学官民が連携し多面的
に分析した上で取り組むことが有効。

７．プラットフォーム事業者による取組

(1)プラットフォーム事業者による削除等の対応の強化
・違法情報の削除等の申告の仕組み、迅速な削除等の対応
・ＡＩ技術等の活用
・有害情報に対する利用規約等に基づく対策
等について、各事業者のサービスの規模や仕様等に応じて、様々な対応策を
自律的に行うことが期待される。

(2) 透明性・アカウンタビリティの向上
・①具体的な対応に関するポリシーの公開、②ポリシーに基づく取組結
果の公開、③苦情受付・苦情処理プロセスの公開・適切な運用など、
透明性・アカウンタビリティの向上
・国外プラットフォーム事業者が、欧米と同様の取組を国内でも実施する
等の透明性・アカウンタビリティ向上に自主的に取り組むことに期待。

８．国における環境整備

(1)事業者による削除等に関する取組
削除義務や過料等の法的規制の導入は慎重な判断を要する。

(2)透明性・アカウンタビリティ確保
政府は、事業者による透明性やアカウンタビリティの確保の自主的な取
組について、随時適切に把握し、プラットフォーム事業者による取組の実
績や効果の評価等の実施を検討。可能な限り事業者の自主的取組を尊
重しながら、官民が連携しつつ、柔軟かつ効果的な取組の模索が重要。
自主的な取組の効果がない場合、行政からの一定の関与も視野に入
れて検討。

(3)発信者情報開示
より迅速かつ確実な被害救済のために、発信者情報開示の在り方の
見直しが必要。
（具体的な内容は、発信者情報開示研究会における議論に委ねる。）

９．相談対応
違法有害情報相談センター体制強化や、他機関との連携の充実、被
害者にとって相談窓口をわかりやすく示すことが必要。

10. おわりに
定期的に、本緊急提言において示した様々な観点についてそれぞれ

のステークホルダーが行った取組状況の把握を引き続き行い、更なる対
応の必要性等について検討を深めていく。



4「インターネット上の誹謗中傷への対応に関する政策パッケージ」の概要


